
令和５年３月１日デ戦第 758 号 

 

令和５年度窓口 BPR アドバイザー派遣事業及び育成事業実施要綱 

 

戦略・組織グループ統括官付審議官決裁 

 

（本要綱の趣旨）  

第１条 本要綱は、デジタル庁が実施する窓口 BPR アドバイザー派遣事業（以下「派遣事

業」という。）及び窓口 BPR アドバイザー育成事業（以下「育成事業」といい、派遣事業

及び育成事業を合わせて「本事業」という。）を実施するために必要な事項を定めるもの

である。  

 

（定義） 

第２条 本要綱において「BPR」とは業務本来の目的に向かって既存の組織や制度を抜本的

に見直したうえで、現在の職務、業務フロー、管理機構、情報システム等をプロセスの視

点で再設計することをいい、「窓口 BPR」とは、基礎自治体における窓口業務を、デジタ

ル庁の指定する事業者がガバメントクラウド上で提供する支援 SaaS（以下「窓口DXSaaS」

という。）をはじめとする窓口業務支援に係るシステムの利用を前提とした業務プロセス

に見直すことをいう。 

 

（事業目的） 

第３条 派遣事業は、窓口 BPR の実施を検討する基礎自治体に対して、窓口 BPR の高い

知見及び経験を有する専門家として第 17 条の委嘱を受けた窓口 BPR アドバイザー（以

下「窓口 BPR アドバイザー」という。）を派遣し、基礎自治体における窓口 BPR に関す

る助言、提言、情報提供等の支援を行うことにより、基礎自治体における窓口 BPR を促

進し、自治体窓口のデジタル化（以下「自治体窓口 DX」という。）のコンセプト（住民

が、申請書を書かない、待たない、窓口を回らずに手続を終えることができ、かつ基礎自

治体の職員の事務負担が軽減され、サービスの平準化が図られる窓口をいう。）に沿った

自治体窓口づくりに寄与することを目的とし、育成事業は、基礎自治体における窓口 BPR

に係る取組の中核を担う基礎自治体職員を育成し、当該人材が他の基礎自治体の窓口

BPR を支援すること等により、自治体間の共創の輪を拡大することで、ひいては全国の

自治体窓口 DX を促進することを目的とする。  

 

（事業内容） 

第４条 派遣事業は基礎自治体が主体的に行う窓口 BPR に係る取組に対し、窓口 BPR ア

ドバイザーを派遣し、窓口 BPR を自走するためのきっかけづくりを目的とした、ノウハ



ウ等を提供するものであり、育成事業は、新たに窓口 BPR アドバイザーを目指す基礎自

治体職員に第 16 条に規定する研修を提供し、窓口 BPR アドバイザーを育成するものと

する。 

２ 本事業は令和５年度事業として実施するものとし、派遣事業における窓口 BPR アドバ

イザーの第９条の派遣受入自治体への派遣期間（以下「派遣期間」という。）は、同年度

中でデジタル庁、第 17 条の委嘱を受けた窓口 BPR アドバイザー及び第９条第１項の派

遣受入自治体の間で定める期間とする。ただし、準備が整った派遣受入自治体への派遣に

関しては、令和４年３月から実施することを妨げるものではない。 

３ 派遣事業は、基礎自治体が第７条の規定に基づく申請を行い、その申請内容についてデ

ジタル庁が適当であると判断した基礎自治体に対して窓口 BPR アドバイザーを派遣する

ものとする。 

４ 同一の第９条の派遣受入自治体に対する支援方法及び支援時間は、原則として以下の

とおりとする。 

回数 支援方法 支援時間 

1 回目 オンライン支援 1.5 時間 

2 回目 現地支援 5 時間（移動時間を含まない） 

3 回目 オンライン支援 1.5 時間 

 合計 8 時間 

５ 前項の規定にかかわらず、デジタル庁が適当であると判断した場合には、窓口 BPR ア

ドバイザーは派遣受入自治体との事前打合せ又は派遣受入自治体へのフォローアップの

ためのオンラインでの支援を追加で行うことができる。 

６ デジタル庁は、第７条の規定による派遣申請の内容を審査した上で、複数の基礎自治体

を合同で支援することが適当であると判断した場合は、複数人の窓口 BPR アドバイザー

を合同支援先に派遣することができる。 

７ デジタル庁は、派遣期間中及び終了後に、必要に応じ、当該派遣先の基礎自治体及び窓

口 BPR アドバイザーに対し、実施状況に関するヒアリング又は意見交換を実施すること

ができる。 

 

（窓口 BPR アドバイザーの責務）  

第５条 窓口 BPR アドバイザーは、公正に助言を行うものとし、特定の事業者等に不当な

利益又は不利益を与えるような助言等を行ってはならない。 

 

（窓口 BPR アドバイザーの業務）  

第６条 窓口 BPR アドバイザーは、第 17 条第１項の規定に基づく委嘱を受けて、派遣先

の基礎自治体に対して窓口 BPR に関する助言、提言、情報提供等の支援を行うものとす

る。 



 

（派遣申請）  

第７条 窓口 BPR アドバイザーの派遣を受けようとする基礎自治体（以下「申請自治体」

という。）は、デジタル庁が別に定める派遣申請書を、デジタル庁が別に定める期日まで

にあらかじめデジタル庁に提出しなければならない。  

 

（派遣の決定） 

第８条 デジタル庁は、前条の規定による派遣の申請を受けたときは、その内容を審査し、

次の各号に定める要件を満たし、派遣することが適当であると判断したときは、派遣を決

定し、申請自治体に通知する。ただし、同時期における複数の申請自治体の中から派遣先

を選定することとなる場合においては、窓口 DXSaaS の導入を予定若しくは検討してい

る申請自治体又は育成事業に申請する予定である基礎自治体を優先するものとする。 

一 申請自治体がデジタル庁の運営する「デジタル改革共創プラットフォーム」に参加し

ていること 

二 前条の派遣申請に関して、デジタル庁からの事前ヒアリングに回答すること 

三 次条第１項の派遣受入自治体において、窓口 BPR に取り組む際に、デジタル庁が定

める「窓口利用体験調査」を実施すること 

２ デジタル庁は、前項の審査を行うに当たり、必要があると認めるときは、申請自治体及

び申請内容に係る関係者に説明を求めることができる。 

３ デジタル庁は、第１項の規定による派遣の決定前に、申請自治体及び窓口 BPR アドバ

イザーと派遣時期及び支援方法等の調整を行う。  

４ デジタル庁は、第１項の規定による派遣の決定に際して、複数の申請自治体を合同で支

援すること等その他の条件を付すことができる。  

 

（変更等の承認）  

第９条 前条第１項の通知を受けた申請自治体（以下「派遣受入自治体」という。）が、派

遣決定後に申請の内容を変更するときは、あらかじめデジタル庁に通知し、申請内容の変

更に関し協議しなければならない。 

２ デジタル庁は、前項の協議により、変更が適当と認める場合は承認するものとする。こ

の場合において、必要に応じて派遣内容を変更し及び変更に当たっての条件を付すこと

ができる。 

３ 派遣受入自治体は、やむを得ない理由により派遣事業を休止又は廃止しようとすると

きは、あらかじめデジタル庁に協議しなければならない。  

 

（派遣決定の取消）  

第 10 条 デジタル庁は、派遣受入自治体が次の各号のいずれかに該当すると認められる場



合において、第８条の派遣の決定（前条第１項の協議の結果変更が生じた承認された場合

は、その変更承認後の内容を含む。）を取り消すことができる。  

一 派遣受入自治体が、本要綱又はこれに基づくデジタル庁の処分若しくは指示に違反し

た場合 

二 派遣の決定後に生じた事情の変更等により、派遣事業を継続する必要がなくなった場

合 

三 派遣受入自治体が、派遣事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

２ デジタル庁は、前項の規定により派遣の決定を取り消す場合は、事前に派遣受入自治体

に通知するものとする。 

 

（実績報告）  

第 11 条 派遣受入自治体及び窓口 BPR アドバイザーは、各派遣受入自治体において第４

条第４項に規定する１回目から３回目までの支援が終了したときは、それぞれ７営業日

以内にデジタル庁が指定する方法で実績報告書を提出しなければならない。 

２ 派遣受入自治体は、次項に定める期日までに、窓口 BPR 実施による効果等について、

デジタル庁が指定する方法で効果検証報告書を提出しなければならない。 

３ 前項の効果検証報告書の提出は、派遣支援を終えた日（第４条第４項に規定する３回目

の支援）が、令和５年３月１日から同年９月末日までの間の場合は、令和６年５月 30 日

までに、令和５年 10 月１日から令和６年２月末日までの間の場合は、令和６年 11 月 30

日までに行わなければならない。 

４ デジタル庁は、派遣受入自治体名及び派遣を行った窓口 BPR アドバイザー名及び所属 

を公表することができる。 

 

（派遣受入自治体の責務) 

第 12 条 派遣受入自治体は、デジタル庁が運営する「デジタル改革共創プラットフォーム」

のデジタル庁が指定する Slack チャンネルにおいて、他の基礎自治体に対し、自自治体の

取組状況を共有すること。また、同チャンネルにおいて、他の自治体職員との自自治体の

窓口 BPR の取組に関する意見交換に努めなければならない。 

 

（育成事業への申込） 

第 13 条 育成事業に申し込みを行う基礎自治体職員は、デジタル庁が別に定める申込書を、

事業実施期間内でデジタル庁が定める期間内に、デジタル庁に提出しなければならない。 

 

（研修生の決定） 

第 14 条 デジタル庁は、前条の規定による育成事業への申込があったときは、その内容を

審査し、次の各号の全てに該当する育成事業対象者（以下「研修生」という。）であると



判断したときは、本育成事業の研修生として決定し、当該申請者に通知する。 

 一 デジタル庁が運営する「デジタル改革共創プラットフォーム」に参加している基礎自

治体の職員 

二 第３条に規定する本事業の事業目的に共感し、窓口 BPR を実施する素養があると認

められる基礎自治体の職員 

２ デジタル庁は、前項の審査を行うに当たり、必要があると認めるときは、当該申請者及

び申請内容に係る関係者に説明を求めることができる。 

 

（研修生決定の取消） 

第 15 条 デジタル庁は、研修生が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合におい

て、前条第１項の規定による研修生としての決定を取り消すことができる。  

一 研修生が、本要綱又はこれに基づくデジタル庁の処分若しくは指示に違反した場合 

二 研修生が、育成事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

２ デジタル庁は、前項の規定により研修生の決定を取り消す場合は、事前に当該研修生及

び当該研修生が所属する基礎自治体に通知するものとする。 

 

（研修の実施等）  

第 16 条 研修生は、窓口 BPR アドバイザー委嘱を受けるに当たって必要となる次の各号

の研修を受けるものとする。 

一 オンデマンド研修 

二 窓口 BPR アドバイザーが行う現地支援への同行 

２ 研修生は、前項第二号の研修を受けたときは、７営業日以内にデジタル庁が指定する方

法で実績報告書を提出しなければならない。 

３ 第１項各号の研修を受講した研修生は、同項第二号の現地支援を実施した窓口 BPR ア

ドバイザーが、当該研修生が窓口 BPR アドバイザーとしての業務を単独で遂行できると

判断した場合に、研修が修了したものとする。 

４ 前項の規定に基づき研修が修了した研修生は、次条第１項の規定に基づく応募を行っ

たものとみなす。 

 

（窓口 BPR アドバイザーの選任及び委嘱）  

第 17 条 窓口 BPR アドバイザーの選任については、デジタル庁が募集を行い、応募をし

た者のうち窓口 BPR に関し、次項の規定に基づき高い知識及び経験を有するとデジタル

庁が判断する者に対して、委嘱を行う。 

２ デジタル庁は、次の各号の場合に当該各号の者であってデジタル庁が適当と認める者

に、前項の委嘱を行うものとする。 

一 既に窓口 BPR を実施した基礎自治体職員の場合 自自治体の窓口 BPR の取組に対



して、主体的な役割を果たしたと当該申請者の所属する所属の長が認める者又は既に

委嘱が行われた窓口 BPR アドバイザーからの推薦がある者 

二 研修を修了した基礎自治体職員（前号に該当する者を除く。）の場合 前号に該当し

ない基礎自治体の職員であって、第 14 条の規定により研修生としての決定を受け、前

条に規定する研修を修了した者 

三 自治体の窓口 BPR に関する高い知見及び経験を有する者（第一号及び前号に該当す

る者を除く。）の場合 自治体の窓口 BPR の取組に対して、主体的な役割を果たしたと

当該申請者の所属する所属の長が認める者であって、かつ、既に第一号の基準による委

嘱が行われた窓口 BPR アドバイザーからの推薦がある者 

３ デジタル庁は、第１項の規定に基づく委嘱を行う窓口 BPR アドバイザーに対して、委

嘱状を交付する。  

４ 派遣事業における窓口 BPR アドバイザーの委嘱期間は、令和５年度を超えない範囲に

おいてデジタル庁が定める。 

 

（謝金及び旅費） 

第 18 条 デジタル庁は、令和５年度における予算の範囲内において、本事業におけるオン

ライン支援に対しては謝金、現地支援に対しては謝金及び旅費を、第 11 条第 1 項に規定

する実績報告書の提出を確認した上で、窓口 BPR アドバイザーに支払う。  

２ デジタル庁は、窓口 BPR アドバイザーの現地支援に当たって当該窓口 BPR アドバイ

ザーの介助者の派遣を要する場合には、デジタル庁が認める介助者１名の旅費を支払 

３ デジタル庁は、令和５年度における予算の範囲内において、窓口 BPR アドバイザーが

行う現地支援への同行を行った研修生に対して、第 16 条第２項に規定する実績報告書の

提出を確認した上で、謝金及び旅費を支払う。 

４ 前各項に規定する謝金及び旅費の額は、それぞれ次の各号のとおりとする。 

一 謝金 一時間当たり 7,900 円とし、一日当たりの上限は 55,300 円とする。 

二 旅費 原則として実費を支払う。ただし、航空運賃は原則普通席割引運賃、鉄道運賃

については、実際に移動を要する経路のうち最も安価な経路の額を算出して支払うこ

とができるものとし、新幹線及び特急利用の場合は普通指定席の運賃とし、その他、日

当、交通費、宿泊料を算出するに当たっては国家公務員等の旅費に関する法律（昭和 25

年法律第 114 号）に定める方法により決定する。 

 

（窓口 BPR アドバイザー等における留意事項） 

第 19 条 窓口 BPR アドバイザー及び研修生は、本事業により知り得た情報については、

公けにされている事項を除き、他に漏らしてはならず、派遣受入自治体の許可なく、派遣

先における業務の履行以外の目的で使用してはならない。 

２ 窓口 BPR アドバイザー及び研修生は、本事業により知り得た個人情報については、他



に漏らしてはならず、本事業の履行以外の目的で使用してはならない。 

３ 窓口 BPR アドバイザー及び研修生が窓口 BPR アドバイザー派遣実施中に交通事故等

の被害に遭っても、デジタル庁からの補償等は行われないことに留意し、必要な対応をと

ること。 

 

（委嘱の取消し） 

第 20 条 デジタル庁は、窓口 BPR アドバイザーが次の各号のいずれかに該当すると認め

られる場合において、第 17 条第１項の選任の決定を取り消すことができる。  

一 窓口 BPR アドバイザーが、業務上知り得た秘密を漏らした場合  

二 窓口 BPR アドバイザーが、業務の遂行を怠った場合  

三 窓口 BPR アドバイザーが、業務中にデジタル庁が行う派遣事業における派遣者とし

てふさわしくない行為を行った場合  

四 窓口 BPR アドバイザーが、その他派遣事業の目的又は内容を逸脱した行為を行った

場合  

五 窓口 BPR アドバイザーが、業務に支障をきたす場合  

六 その他デジタル庁が委嘱を取り消す必要があると認める場合  

２ デジタル庁は、前項の規定により窓口 BPR アドバイザーの委嘱を取り消した場合、当

該窓口 BPR アドバイザーに通知し、派遣中の場合は派遣受入自治体にもその旨を通知す

るものとする。  

 

（その他必要な事項）  

第 21 条 本事業に関する庶務は、デジタル庁戦略・組織グループ自治体リエゾンチーム及

びデジタル庁で指定した委託先で処理する。  

２ 本事業の実施に関するその他の必要な事項は、別に定める。 


